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平
成
25
年
６
月
、
集
中
豪
雨
に
よ
る
土
砂
災
害
や
河
川
の
氾
濫
な
ど
、
災
害
時
に
迅
速
な
対
応
で
地
域
を
守
る
た
め
、
国
土
交
通

省
中
国
地
方
整
備
局
と
中
国
五
県
建
設
業
協
会
は
「
災
害
時
に
お
け
る
中
国
地
方
整
備
局
所
管
施
設
の
災
害
応
急
対
策
業
務
に
関
す

る
協
定
」
の
締
結
を
行
い
ま
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
（
一
社
）
山
口
県
建
設
業
協
会
で
は
、
平
成
10
年
1
月
に
山
口
県
と
「
大
規
模
災
害
時
に
お
け
る
応
急
対
策
業
務
に
関

す
る
協
定
書
」
を
締
結
。
同
年
９
月
に
は
県
各
土
木
建
築
事
務
所
と
各
支
部
が
「
地
震
・
風
水
害
・
そ
の
他
の
災
害
応
急
対
策
業
務

に
関
す
る
協
定
」
を
締
結
し
て
い
ま
す
。

■
広
域
的
な
災
害
に
も

 

対
応
が
で
き
る
よ
う
に

　

平
成
２５
年
６
月
２５
日
、
国
土
交
通
省

中
国
地
方
整
備
局
と
中
国
五
県
建
設
業

協
会
は
「
災
害
時
に
お
け
る
中
国
地
方

整
備
局
所
管
施
設
の
災
害
応
急
対
策
業

務
に
関
す
る
協
定
」
の
締
結
式
を
広
島

合
同
庁
舎
で
行
い
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
、
各
協
会
の
会
員
企
業
が
連

携
し
、
中
国
地
方
全
域
で
災
害
対
応
作

業
に
必
要
な
建
設
機
械
や
輸
送
車
両
、

資
材
、
労
力
な
ど
の
確
保
を
可
能
と
す

る
も
の
で
、
被
害
の
拡
散
防
止
と
早
期

復
旧
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ま

で
も
各
県
に
あ
る
中
国
地
方
整
備
局
の

河
川
国
道
事
務
所
等
と
建
設
会
社
は
、

個
別
に
協
定
を
結
ん
で
い
ま
す
が
、
広

域
的
な
大
規
模
災
害
で
は
対
応
が
困
難

な
た
め
、
新
た
に
同
局
が
各
県
の
建
設

業
協
会
と
も
協
定
を
締
結
し
ま
し
た
。

■
中
国
五
県
で
の

　
　
連
携
の
必
要
性
を
再
確
認

　

締
結
式
の
冒
頭
、
戸
田
中
国
地
整
局

長
か
ら
挨
拶
が
あ
り
「
今
後
発
生
が
予

想
さ
れ
て
い
る
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震

な
ど
の
大
規
模
な
災
害
時
に
、
被
害
の
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拡
大
や
二
次
災
害
を
防
ぐ
た
め
に
は
、

迅
速
な
初
動
対
応
が
重
要
で
あ
り
、
応

急
対
策
を
担
う
地
域
建
設
業
の
果
た
す

役
割
は
大
き
い
。
特
に
広
域
的
な
災
害

対
応
で
、
建
設
業
協
会
と
の
協
力
体
制

を
確
保
す
る
こ
と
が
急
務
で
あ
る
。
中

国
地
方
整
備
局
は
各
事
務
所
で
地
域
建

設
業
と
個
別
に
協
定
を
締
結
し
て
い
る

が
、
本
日
の
協
定
締
結
で
大
規
模
か
つ

広
域
的
な
災
害
発
生
時
に
、
各
県
の
建

設
業
協
会
の
協
力
の
も
と
、
会
員
の
中

か
ら
応
急
対
策
に
必
要
な
建
設
資
機
材

や
労
力
の
確
保
、
動
員
が
可
能
と
な
り
、

地
域
防
災
力
の
向
上
に
つ
な
が
る
も
の

と
考
え
て
い
る
。
こ
の
協
定
が
真
に
生

か
せ
る
よ
う
、
建
設
業
協
会
の
皆
さ
ん

と
連
携
強
化
を
図
っ
て
い
き
た
い
」
と

語
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
を
受
け
、
中
国
五
県
建
設
業
協

会
を
代
表
し
て
、（
一
社
）
島
根
県
建

設
業
協
会
の
中
筋
会
長
は
「
大
規
模
か

つ
広
域
的
な
災
害
が
発
生
し
た
時
に
は
、

建
設
機
械
や
資
材
、
労
力
な
ど
を
迅
速

に
提
供
し
、
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
や
イ

ン
フ
ラ
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
早
期
機
能

回
復
に
努
め
、
地
域
の
安
全
・
安
心
な

生
活
を
守
る
と
い
う
自
覚
の
も
と
で
活

動
し
て
い
き
た
い
」
と
固
い
決
意
を
述

べ
ま
し
た
。

　

そ
の
後
、
各
県
建
設
業
協
会
の
会
長

も
そ
れ
ぞ
れ
一
言
ず
つ
挨
拶
し
ま
し
た
。

　

（
一
社
）
山
口
県
建
設
業
協
会
の
井

森
会
長
か
ら
は
「
県
内
各
地
区
の
対
応

業
者
や
資
機
材
の
保
有
状
況
、
調
達
先

な
ど
調
査
し
、
大
規
模
災
害
に
対
応
で

き
る
よ
う
準
備
し
て
い
き
た
い
」
と
本

協
定
へ
の
協
力
を
約
束
し
ま
し
た
。

協定の有効期限は平成２６年３月３１日までですが、双方から何ら申し出がなければ、１年単位で自動延長することになります。

　国土交通省中国地方整備局長（以下「甲」という。）と、一般社団法人鳥取県建設業
協会、一般社団法人島根県建設業協会、一般社団法人岡山県建設業協会、一般社団法
人広島県建設工業協会、一般社団法人山口県建設業協会（以下「乙」という。）は、災
害発生時における中国地方整備局所管施設の災害応急対策業務の実施に関し、次のと
おり協定する。

（目的）
第１条　この協定は、地震、津波及び風水害等の異常な自然現象及び予期できない災
害等の場合に、甲が管理または工事中の施設等（以下「所管施設」という。）において
発生及び発生する恐れのある災害の応急対策業務（以下「業務」という。）に関し、乙
は、業務の遂行に必要な建設機械、輸送車両、資材、労力等（以下「建設資機材等」と
いう。）の確保及びその動員の方法を定め、もって被害の拡大防止と被災施設の早期復
旧に資することを目的とする。

（業務の実施範囲）
第２条　業務の実施範囲は、中国地方整備局所管施設において発生した大規模かつ広
域的な災害で、中国地方整備局の事務所が締結している緊急的な災害応急対策業務に
関する協定だけでは、対応困難な場合とする。

（業務の実施体制）
第３条　乙は、あらかじめ業務の実施として、動員できる乙の会員による編成表及び連
絡系統を作成し、甲に報告するものとする。なお、第１３条ただし書きに基づき協定を
継続した場合は、年度当初にこれの見直しを行い、甲に報告するものとする。

２．乙は、前項の規定に基づく報告の内容に変更が生じた場合は、速やかに甲に報告す
るものとする。

３．甲又は甲が所管する事務所及び管理所の長（以下「事務所長等」という。）は、所管
施設に災害が発生し必要と認めるときは、乙に、第１項に関する最新情報の提供を要
請することができるものとする。また、乙は、その要請があったときは、速やかに最新
情報を提供するものとする。

（建設資機材等の報告）
第４条　乙は、業務を早急に実施するために必要な乙の会員が保有する建設資機材等
の数量、動員の方法を書面により甲に報告するものとする。

２．乙は、前項で報告した内容について毎年度当初に見直しを行い、その結果を甲に書
面で報告するものとする。

（業務の要請）
第５条　甲又は事務所長等は、所管施設に災害が発生しその被災状況に応じて必要と
認める場合には、第３条第３項に基づき提供された最新情報により乙の会員を選定し、
乙の会員に出動を要請することが出来る。なお、要請は原則文書によるが、緊急の場合
は口頭又は電話等により行い、後日速やかに文書で出動要請手続きを行うものとする。

２．乙の会員は、前項の要請があったときは、特別な理由がない限り、これに応じるも
のとする。

（業務の実施）
第６条　乙の会員は、前条に基づく出動要請があったときは、できる限り速やかに所管

施設の被災状況を把握し、甲又は事務所長等の指示により業務を実施するものとする。

２．活動の直接の指示は、甲及び事務所長等が指定するもの（以下「指示者」という。）
が行うものとし、乙の会員はその指示に従うものとする。

３．甲及び事務所長等は、前項による指示者を指定したときは、速やかに乙の会員に通
知するものとする。

（契約）
第７条　甲又は事務所長等は、乙の会員に出動を要請したときは、速やかに乙の会員と
契約を締結するものとする。

（活動の完了）
第８条　乙の会員は、活動が完了したときは、直ちに指示者に対し、口頭、並びに書面
により完了報告を行うとともに、実施した活動の内容及び建設資機材等の使用数量を
書面により甲又は事務所長等に報告するものとする。

（費用の請求）
第９条　乙の会員は、活動完了後当該活動に要した費用を第７条により締結した契約
に基づき、甲又は事務所長等に請求するものとする。

（費用の支払）
第１０条　甲又は事務所長等は、第９条の規定により請求を受けたときは、内容を精査
し第７条により締結した契約に基づきその費用を支払うものとする。

（実施範囲の特例）
第１１条　乙の会員は、甲が特に必要として、中国地方整備局所管施設以外で発生した
災害に対し要請した場合には、特別な理由がない限り、これに応じるものとする。

（損害の負担）
第１２条　業務の実施に伴い、第三者に損害を及ぼした場合及び甲又は乙の会員の建
設資機材等に損害が生じた場合においては、乙の会員は、その事実の発生後遅滞なく
その状況を書面により甲又は事務所長等に報告し、その措置については、甲又は事務所
長等と、乙の会員が別途協議して定めるものとする。

（有効期間）
第１３条　この協定の有効期間は、協定を締結した日から平成２６年３月３１日までの
期間とする。
ただし、期間満了の１箇月前までに、甲、乙いずれからも書面により何ら申し出のない
ときは、引き続き同一条件をもってこの協定の有効期間を１年間延長したものとみなし、
その後もまた同様とする。

（その他）
第１４条　この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、その都度、甲及び乙が
協議してこれを定めるものとする。

附則

１．本協定は、平成２５年６月２５日から施行する。

協定締結式で握手を交わす
左から村杜会長（岡山）、藤原会長（鳥取）、
戸田中国地整局長、中筋会長（島根）、
檜山会長（広島）、井森会長（山口）

戸田中国地整局長と握手を交わす井森浩視会長（右） 協定書に署名

　

本
協
会
は
、
公
益
法
人
制
度
の
改
革
に
伴
い
、
平
成
２５
年
４
月
１
日
に
「
一
般
社
団
法
人 

山
口
県
建
設

業
協
会
」
と
し
て
新
た
に
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

業
界
を
取
り
巻
く
環
境
は
厳
し
い
も
の
が
あ
り
ま
す
が
、
こ
れ
を
機
に
役
職
員
一
同
、
暮
ら
し
を
守
り

地
域
を
支
え
る
建
設
業
の
役
割
を
自
覚
し
、
使
命
を
果
た
し
て
ま
い
る
所
存
で
あ
り
ま
す
。

　

今
後
と
も
格
別
の
ご
指
導
ご
支
援
を
賜
り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。 

一
般
社
団
法
人
と
し
て
新
た
に
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た 

一
般
社
団
法
人
と
し
て
新
た
に
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た 

よ
り
迅
速
な
対
応
、
連
携
で
災
害
か
ら
地
域
を
守
る！

「
災
害
時
に
お
け
る
中
国
地
方
整
備
局
所
管
施
設
の
災
害
応
急
対
応
業
務
に
関
す
る
協
定
」
を
締
結

よ
り
迅
速
な
対
応
、
連
携
で
災
害
か
ら
地
域
を
守
る！

「
災
害
時
に
お
け
る
中
国
地
方
整
備
局
所
管
施
設
の
災
害
応
急
対
応
業
務
に
関
す
る
協
定
」
を
締
結

（
一
社
）
鳥
取
県
建
設
業
協
会
の
藤
原

会
長
は
「
災
害
が
発
生
す
れ
ば
、
迅
速

に
国
民
の
安
心
確
保
に
努
め
て
い
る
。

今
回
の
締
結
で
再
確
認
し
た
」
と
述
べ
、

（
一
社
）
岡
山
県
建
設
業
協
会
の
村
杜

会
長
は
「
東
日
本
大
震
災
で
は
、
建
設

業
協
会
が
い
ち
早
く
駆
け
付
け
て
応
援

す
る
こ
と
が
で
き
た
。
県
民
の
た
め
に

我
々
が
あ
る
。
期
待
し
て
下
さ
い
」
と

意
気
込
み
を
語
り
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
（
一
社
）
広
島
県
建
設
工
業

協
会
の
檜
山
会
長
が
「
地
域
の
境
を
越

え
て
、
連
携
、
協
力
し
、
災
害
に
対
す

る
対
応
力
を
高
め
る
こ
と
は
意
義
深
い
。

地
域
の
安
全
・
安
心
を
守
る
こ
と
が

我
々
建
設
業
の
社
会
的
役
割
。
今
後
も

そ
の
責
任
を
し
っ
か
り
果
た
し
て
い
き

た
い
」
と
述
べ
ま
し
た
。

協定書の内容

代
表
理
事　
　
　
　
　

会　

長　
　

井
森
浩
視

　

同　
　
　
　
　
　
　
副
会
長　
　

砂
川
敏
男

　

同　
　
　
　
　
　
　
　

同　
　
　

安
藤
光
吉

　

同　
　
　
　
　
　
　
　

同　
　
　

中
村
髙
志 

業
務
執
行
理
事　
　
　

専
務
理
事　

安
光
弘
治 

（
一
社
）山
口
県
建
設
業
協
会

井森　浩視 会長


